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①
落
雪
な
ど

・
気
温
が
上
昇
し
た
場
合
、
屋
根
に
雪
が
残
っ

て
い
る
建
物
付
近
で
は
、
屋
根
か
ら
の
雪
ず

り
や
つ
ら
ら
の
落
下
に
気
を
つ
け
る
。

・
道
路
の
除
雪
作
業
中
の
車
に
近
寄
ら
な
い
。

・
雪
道
や
凍
結
し
た
道
路
な
ど
は
滑
り
や
す
い

の
で
、
転
倒
し
な
い
よ
う
注
意
す
る
。

②
屋
根
の
雪
下
ろ
し

・
一
人
で
作
業
し
な
い
。

・
屋
根
に
上
が
る
時
は
必
ず
命
綱
を
着
用
し
、

滑
り
に
く
い
履
物
を
は
く
。

・
屋
根
の
上
り
下
り
の
際
に
は
し
ご
を
使
用
す

る
場
合
は
、
必
ず
固
定
す
る
。

・
作
業
の
際
に
は
、
屋
根
の
下
の
通
行
人
や
子

ど
も
に
注
意
す
る
。

③
そ
の
他

住
家
が
積
雪
で
危
険
に
な
っ
た
場
合
は
、
自

主
的
に
避
難
し
ま
し
ょ
う
。
避
難
す
る
場
合
は
、

近
所
に
声
を
か
け
、
庄
原
地
域
は
総
務
課
、
そ

の
他
の
地
域
は
各
支
所
地
域
振
興
課
へ
ご
連
絡

く
だ
さ
い
。
避
難
所
は
学
校
や
公
民
館
な
ど
を

予
定
し
ま
す
が
、
詳
し
く
は
問
い
合
わ
せ
の
上

ご
確
認
く
だ
さ
い
。
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豪豪
雪雪
でで
はは
、、
屋屋
根根
かか
らら
のの

雪雪
ずず
りり
にに
よよ
るる
被被
害害
やや
、、
屋屋
根根
のの
雪雪
下下

ろろ
しし
作作
業業
中中
のの
事事
故故
なな
どど
がが
多多
発発
しし
まま

しし
たた
。。
今今
後後
予予
想想
ささ
れれ
るる
積積
雪雪
にに
際際
しし
、、

事事
故故
にに
遭遭
わわ
なな
いい
たた
めめ
にに
次次
のの
よよ
うう
なな

ここ
とと
にに
気気
をを
つつ
けけ
まま
しし
ょょ
うう
。。

平成20年度(平成19年分所得)

市・県民税の改正点
市・県民税のしくみが変わりました｡ 申告に
より､ 市・県民税が減額されます｡ 対象となる
方は申告をお忘れなく｡
１. 住宅ローン控除適用に対する調整措置
身近でよりよい行政サービスを行うため､ 国
(所得税) から地方 (市・県民税) への ｢税源
移譲｣ が始まりました｡ それに伴い､ ほとんど
の方は､ 平成19年１月から所得税が減り､ その
分６月から市・県民税が増えています｡ ただし､
税源の移し替えなので､ ｢所得税＋市・県民税｣
の税負担は基本的に変わりません｡
しかし､ 税源移譲により所得税が減少した結
果､ 住宅ローン控除可能額が所得税額を超えて
しまい､ 控除しきれなくなる問題が生じます｡
このような場合､ ｢住宅借入金等特別税額控

除申請書｣ を提出することで､ 所得税減税のた
め控除しきれなかった額に相当する額を翌年度
の市・県民税 (所得割) から控除し､ 同じ減税
効果となるよう措置されます｡
｢住宅借入金等特別税額控除申請書｣ の提出

は､ 所得税の確定申告を行う方は税務署 (市の
相談会場で申告する場合は市) へ確定申告書と
ともに提出してください｡ また､ 所得税の確定
申告を行わない方 (年末調整で適用を受けた方)
は源泉徴収票を添付して市に提出することにな
ります｡
提出期限は３月17日(月)で､ 用紙は税務課・
各支所､ 税務署にあります｡

２. 地震保険料控除の創設
災害時における将来的な国民負担の軽減を図
る観点から従来の損害保険料控除を改組して､
地震保険料控除 (限度額25,000円) が創設され
ました｡ また､ 経過措置として平成18年12月31
日までに締結した長期損害保険料は10,000円を
限度に地震保険料控除の対象とすることができ
ます｡ 併用の場合は合わせて25,000円が限度で
す｡
なお､ 短期損害保険料控除は廃止されました｡
３. 減価償却資産の償却制度の改正
減価償却資産 (10万円以上の農業用機械等)
は､ これまで取得価格の95％までしか償却でき
ませんでしたが､ 平成19年４月１日以降に取得
したものから1円まで償却できるようになりま
す｡
なお､ 平成19年３月31日以前に取得したもの
については､ これまでどおりの償却方法が適用
されますが､ 平成20年分以降 (来年の申告以降)
において､ 残存価格 (５％) 部分を定められた
期間で1円まで償却することができます｡
４. 市・県民税の老年者非課税措置が完全廃止
65歳以上の人で､ 前年の合計所得金額が125

万円以下の場合､ 市・県民税は非課税とされて
いましたが､ 平成18年度から廃止されています｡
平成18年度と19年度で段階的に負担軽減措置が
とられていましたが､ 平成20年度から完全に廃
止されます｡
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